
1998.3 

1 はじめに

国立国会図書館法令議会資料室には、各都

道府県の例規集(県によって名称は若干異な

る)が所蔵されている。テーマに沿って文書

管理規殺を調査したが、十分な成果が得られ

なかったので、文書管理規程と最も関係が深

い各都道府県の文書館条例等をも調査した。

その結果を報告したい。テーマそのものの報

告にならないことを了解願いたい。

2 従来の「歴史的文書」の保存規定

各都道府県は、文書保存年限を決める際に

目安となるべき保存年限の基準を持ってい

る。その保存年限の基準の中で「永年保存文

書 (永久又は長期ともいう 。)Jとして「歴史

的文書となる文書Jが列挙されている。(表

l参照)以下に、その事例を示す0

・県行政 (県政)の沿革に関する文書

.県史編さんの参考となるもの

・歴史的価値の高い史実のうち県行政に関連

のあるもの

・歴史的文化的価値を有する文書

ただし、この「歴史的文書」を意識して

「永年 (永久又は長期)Jと保存年限を決める

かどうか疑問のあるところである。保存年限

を決める担当者が「歴史的j視点で文書を見

ることは困難であろう 。(県史編さん室等が

判断する主体になれば、可能である。)
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3 文書館設置に伴う文書管理規程の変化につ

いて

文書館設置に伴い文書管理規程が一部改正

され、文書主管課等から文書館へ文書が流れ

るような規定が盛り込まれた。対象文書が保

存年限の終了後の有期保存文書のみの事例と

永年保存文書の引継ぎ(移管)も含まれる規

定が盛り込まれた事例もある。さらに、有期

保存文書を保存年限終了後、文書館に引継ぎ、

文書館において刊商・選別する事例が出現した。

(注)かっこ内のダッシュの後の館数は、公

文書館法施行以後に設置された文書館数

である。

(1) 有期保存文書 (保存年限の終了後)から

収集規定 (8館/3館)

(2) 長期保存文書(一定年限後)の引継ぎ規

定と有期保存文書 (保存年限の終了後)の

収集規定 (16館/7館)

(3) 長期保存文書 (一定年限後)の引継ぎ規

定と有期保存文書 (保存年限の終了後)の

出藍主規定[有期保存文書は、文書館内で

評価・選別される] (2館/2館)

ここでこの 2館である神奈川県と秋田県に

ついて、詳しく述べておきたい。

神奈川県の場合(永年保存文書はない)、

30年 ・10年以外の有期保存文書は、保存年限

が経過した後に公文書館に引き渡される。30

年 .10年の有期保存文書は、保存年限が5年
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表 1 都道府県文書管理規程等の調査結果(国立国会図書館法令議会資料室所蔵資料による)

都道府県 設置年月 所 A B 文書館設置根拠法等

ドー北 海道今 1985.07 知 〈根拠法明万なし〉

青森県 。
岩手県 。
宮城県 。。
秋W国 i鮮で1 ，!".，~ W;5:n児、rド冷日舎!?議悠t?を華経 P公文書館法第令条第l減三

ム ーョぇ

J主議暴挙義設建日命み
山形県 。

ト〈複ァ島常集委 1970.09 教 地方自治法第244条第I項 [福島県文化センタ一条例]

ド三茨ら城県守 1973.04 教 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第33条第1項、その他

概木県 1986.04 教 〈根拠法明不なし〉

ぺ税馬県u 1982.04 教 公文書館、法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第30条
士奇壬チ県出、 1969.04 教 (管理規則)地方教育行政の組織及び運営に関する法律第33条第l項

午葉県 |奪回開必:「知附、d眠s、
地方1自治法第244条の2第D墳屯託尋ィ伝統待祭やお 必 とん A主

句ぇ家 主京都為 1968.10 知 〈根拠法明不なし〉

三神奈川県全

響鰐
l持?ゑ lI ~3i 紋11" .調倣う守教拠法育行明議政の会総ゆ織11今E必F運至営令長選I乙ち仇関?すふ司&法点草案的第30'手も条き繍主主ど主ま会経制卒濯州が3 

人;津野縄!奈さ |込ぷ手

ぶ高品品3 〈根拠法明不なし〉

石 川 県 。。
福井県 。
山 梨県 。

1"豆長長野県安|榊']:9Q4，;l.. 1弘ト川教 主1.ふ空襲や ぷ州 、博f勿 界地方教育者政令組織犀ぴ運営、1::関女る:法鷺ミ了地方自治法;色
は Y岐匂:阜県警 1977.04 教 (管理規則)岐阜県立学校以外の教育機関の設置に関する条例

静岡県 。
ゎ愛、d知i県ポ 1986.07 知 〈根拠法明不なし〉

二重県 。。
滋賀県 。
右京ら都府ぷ 1963.11 知 〈根拠法明示なし〉
、三大川阪府 1985.11 知 〈根拠法明不な し〉

兵:庫県長 1985.10 知 〈根拠法明不なし〉

奈 良県 。
崎日歌山県芸 \~!1~'1993;@4f々 h判 長1.'抗議吟F 議場薬事ぱ 根拠法開示なゆ ヌ選前九弘、必よ人き一句会務;委主義:γ
引鴬?取点擦で|きf9加 ち~ iちら必 ':f也方2自治法第滋4，: 刈民}主ぽ想 品叫ゐ三まず甥

フ仁 .l: 

島 根県

岡 山 県 。
広列島県高主喚問槌;1:0J吟 1'>"知正 長会 ゃち砂r川創刊川一七; 延長・〈根拠法明示なL誕生 芯 ピ主主主

~illμ同県ご 1959.04 教 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第30条

I徳工島県明"!;t'l!卯0:04ふヤ-数?、 絞ら 根拠法明演会，じ}急落fもぎゑず各ケ}義~聖;~:ü:"'，波別ポ惑.'

智 JH官 ゃ 1994.03タJふト知F 14呼 善営業::言、〈根拠法明示Ij:.b}市出品 帆やづぷ可思設初制ご合議車内紛れ
愛媛県 。
高知県 。
福 岡県 。
佐 賀県 。
長崎県 。
熊本県 ワ

大予分県立1 j拘5:02き 何知きr!?実務 匂王三Z一号K丸4一 J そ公文書豊富法第S条第2，¥項をd笠

ぬ:訟 を子主義 夜、…、で ミ
吋""/"" 

宮 崎県 。。
鹿児島県 。

三 縄県き|定'í~.5. る〆 対ni主主部主主 句 。ψ 崎〈根拠法明示~.じ以下 点叩

I説明I(1) r都道府県」欄の「網かけjは、文書館設置を示す。
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(2) r設置年月」欄は、 文書館の設置年月を示す。
(3) r所j欄は、文書館の所管部局を示す。「知」は、知事部局、「教」は、 教育委員会部局を示す。
(4) r AJ欄は、永年保存文書 (永久又は長期ともいう。)の中で 「歴史的資料となる文書」と して列挙されているという意味である。
(5) rBJ 欄は、文書管理規程上に 「歴史的資料」 として収集する規定が盛り込まれているという意味である。 (~は、 公文書館施行

以後に制定 Oは、制定時期が確認できず)
※ 公文書館法分布 昭和62(1987)年12月15日法律第115号

施行期日 昭和63(1988)年6月1日
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経過した後に公文書館に引き継がれる。

秋田県の場合、有期保存文書は保存年限が

経過した後に公文書館に引き継がれる。永年

保存文書は保存年限が10年経過した後に公文

書館に引き継がれる。

4 文書館未設置県にみる「公文書館法制定」

に伴う文書管理規程の変化

文書館未設置の県が21県あり、そのうち文

書管理規程に 「歴史的価値のある文書」の収

集保存規定がある県が7県ある。宮城県・石

川県・三重県 ・福岡県 ・佐賀県 ・宮崎県・鹿

児島県である。その中で、条文の改正時期が

「公文書館法」制定以後である 2県を下記に

挙げる。

[事例 1]宮城県(歴史的・文化的価値のあ

る文書の保存)

[平元訓追加 ・平5一部改正】

私学文書課長は、前条第 l項、

第3項又は第4項本文の規定によ

り廃棄しようとする文書で、歴史

的・文化的価値を有すると認める

ものについては、本庁の主務課長

又は所長と協議の上、 これを保存

することができる。

[事例2]福岡県(歴史的文書の選別)

[平8一部改正]

主務課長又は総務課長若しくは

出先機関の庶務課長は、廃棄する

こととした文書の内、歴史的、文

化的、 学術的等価値が生じると認

められる文書 (1以下歴史的文書j

という。)を選別し、別に保存す

るものとする。

歴史的文書の評価基準その他の

取扱いについて必要な事項は、別

に定める。

5 都道府県文書館条例等にみる「公文書館法

制定後jの変化

各都道府県例規集で文書館条例等を調査

し、その調査結果を下記に記す。 (表 1参照)
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(1) 公文書館法制定後設置された文書館

…..12館 (/26館 46%)

(表lで「網かけ部分」が一行に及んでい

る県)

千葉県・広島県・徳島県・鳥取県・新潟

県・和歌山県・神奈川県・秋田県・香川

県・長野県 ・大分県 ・沖縄県 (設置}II買)

-所管部局で分ける

……知事部局 9館 (75%)

教育委員会 3館 (25%)

.名称で分ける

……文書館 6館 (50%)

公文書館 5館 (42%)

歴史館 1館 (8%) 

(2) 文書館根拠法等の有無

(注 %=構成比 かっこ内は公文書館

法施行以前設置館数)

(イ) 公文書館法を明示

……2館(17%)

( 1館一公文書館法後条例改正)

(ロ) その他の根拠法等(※ 1) 

……4館 (33%)

(5館)

(ハ) 明示なし (※2) 

…6館 (50%)

(8館)

(※ 1 )地方自治法/地方教育行政の組織

及び運営に関する法律/その他

(※ 2) 1明示なし」の事例(各条例の第

l条又は第2条に規定)

6 課題

歴史資料として重要な文書その

他の資料 (以下「文書等jという。)

の収集及び保存を行うとともに、

これらの活用を図り、も って県民

の学術的及び文化の発展に寄与す

るため00県立文書館(以下 「文

書館Jという。)を設置する。

(1) 1文書管理規程の改正J(歴史的文書の

収集保存義務)への道

「公文書館法」第三条(責務)は、次の
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ように規定している。

国及び地方公共団体は、歴史資料として

重要な公文書等の保存及び利用に関し、適

切な措置を講ずる責務を有する。

さらに、「公文書館法の解釈の要旨J(内

閣官房副長官通達)によれば、次のとおり

である。

「責務」とは、法律上の「責務Jとは異

なり、国及び地方公共団体が、公文書等の

歴史資料として重要性にかんがみ、その保

存及び利用に関し、それぞれが適切である

と考える措置をとる責務を、本来国民及び

当該地方公共団体の住民に対して負ってい

るということを確認する趣旨のものであ

る。それ故に、その責務を果たしているか

どうかの判断は、国民及び地方公共団体の

それぞれが自ら行うものである。

以上の法文や通達文を読んで、各県の文

書管理規程になんら改正が行われていなけ

れば、公文書館法を道守していないことに

ならないであろうか。文書管理規程を改正

しないで、自分の県は、歴史資料としての

公文書等の保存及び利用に関して適切な措

置を講じていることになるだろうかの疑問

が生じる。

(2) r公文書館法jの法学的な検討について

公文書館法について、法制定直後から法

についての様々な批判があった。

しかし、私の知る限りでは、法理論から
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のアプローチがほとんどなく、どのような

手続きで改正するのかについて、詳細にわ

たる分析がなかったように思える。

議員立法で提案されて、衆参両院本会議

で全会一致で可決された法律をもう一度法

理論の観点からの分析を法の専門家にお願

いすべきではなかろうか。政府提案とどの

ような相違点があるのかを私ながら職場の

法規担当者にたずねたところ、法律として

は議員立法も政府提案も相違はないという

ことであった。ただ、議員立法の法律は、

議員立法で 「法律を改正する法律」を提案

する可能性が強いとの説明を受けた。しか

し、政府提案で改正することも当然できる

とのことである。

(3) r公文書館法」の改正へのプロセス

すでに述べたように、 「公文書館法jの

改正に向けて対応するためにもきちんとし

た「公文書館法」の法理論的な分析が必要

である。その上でどのような方策が必要で

あるのか。全史料協全体の問題である。詳

細に詰めた戦術と全史料協の運動論が国民

全体の関心を引く ような形にな らなけれ

ば、とても 「公文書館法」の改正の問題は、

日干呈にのぼらないだろう。

全史料協会員全体が共通の問題と意識し

て、できるところから進めて行く事が大切

だと思う。




